
「「強い経済」を実現する総合経済対策」の決定を受けて 
 

本日、「生活の安全保障・物価高への対応」をはじめとする３つの柱で構

成された事業規模４２.８兆円程度の「「強い経済」を実現する総合経済対

策」が決定された。 

高市総理におかれては、現下の経済状況を踏まえ、政権発足当日に経済対

策の策定を指示され、迅速にとりまとめていただいたことに敬意を表する。 

医療・介護等の経営改善及び従業員の処遇改善をはじめ、中小企業等の生

産性向上等への支援及び価格転嫁・取引適正化の取組強化、国土強靱化の推

進、成長分野への積極的な投資など、全国知事会が現下の状況を踏まえ提言

してきた事項を盛り込んでいただいたことを評価する。 

加えて、我々が地域の実情に応じた対策を機動的に講じるために必要な重

点支援地方交付金の拡充や、委託料等の物価高対応を含めた地方交付税の追

加交付等の決定など、地方財政にもご配慮いただいたことについて、心より

感謝申し上げる。 

今後、高校無償化や給食無償化を進めるに当たっては、必要な財源を確実

に確保し、地方が担う給付金事務については、事務負担等に最大限の配慮を

していただきたい。また、いわゆるガソリン暫定税率の廃止に伴う減収分に

ついて必要な措置を講じていただくなど、今後とも地方財政の確保・充実に

取り組むことを強く求めたい。 

我々地方としても、各種事業の早期の予算化と事業着手に努めるととも

に、物価上昇等を踏まえた官公需の価格転嫁を進めるなど、国と一体となっ

て経済対策の効果を速やかに発揮できるよう、全力で取り組んでまいりた

い。 
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